
基本目標（方針）案について
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大阪府地域防災計画の基本方針
◆基本目標（方針）案

                                                                                        整合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 






防災基本計画等、他計画等での考え方を整理





人命の確保やコンビナートの強靭化に関する考え方の議論


（従業員の命と住民の命、津波の施設への影響、生産施設の安全確保、津波浸水の防御等）





□　「従業員を含めて人命は損なわない、安全を確保すること」が原則


被害想定の検討を具体に進めながら、目標を設定





【大阪北港地区】


≪防災アセスメント指針等による評価概要≫


津波浸水深は最大約５ｍで、大規模な津波浸水が発生する。浸水が継続するおそれがある


危険物タンクの大半が津波により移動する可能性があり、油類が最大2.7万ｋL流出するおそれがある


＜部会長指示によりアセス指針等を参考に事務局で被害拡大の様相を作成＞


生産施設等の機能回復に長期間を要する可能性がある


油類が海水とともに拡大していくような事態も懸念される。着火した場合、一般地域への影響がある陸上・海上火災等の災害が発生する可能性がある





【堺泉北臨海地区】


≪防災アセスメント指針等による評価概要≫


津波浸水深は最大約２ｍで、津波により小型の危険物タンクが移動する可能性があり、油類が最大0.5万ｋL流出する恐れがある。また、長周期地震動により大型の危険物タンクにスロッシングによる溢流が発生し、油類が最大1.2万ｋL流出するおそれがある　　　


短周期地震動により高圧ガスタンクの火災、爆発、毒性拡散や毒劇物液体タンクの毒性拡散のおそれがある

















　　　　





＜部会長指示によりアセス指針等を参考に事務局で被害拡大の様相を作成＞


流出した油類が着火した場合、防油堤内火災や陸上・海上火災等の災害が発生する可能性がある


　　　高圧ガスタンクの爆発の影響範囲は広く、高圧ガスタンク等の爆発等の影響が一般地域に及び被害が


発生する可能性がある


　　　大規模な燃料・エネルギー等供給施設が集積しており、これら施設が損傷し機能確保に影響がでる可


能性がある





【関西国際空港地区】


≪防災アセスメント指針による評価概要≫


・短周期地震動により危険物タンクからの油類の少量流出火災のおそれがある





【岬地区】


≪防災アセスメント指針による評価概要≫


・短周期地震動により危険物タンクからの防油堤内流出火災のおそれがある（但し、施設は休止中）





注）2.7万kL、1.2万kL、0.5万kLは、


それぞれ直径45m程度、30m程度、20m程度のタンクの容量に相当


５０ｍプール（50m×25m×2.5m）で換算すると、それぞれ約8.7杯、約3.8杯、約1.5杯に相当





資料８





□命を守る


□命をつなぐ


□必要不可欠な行政機能の維持


□経済活動の機能維持


□迅速な復旧・復興





□「従業員を含めて人命は損なわない、安全を確保すること」が原則


□一般地域への影響の最小化を図る


□我が国の社会経済活動を機能不全に陥らせないよう燃料やエネルギー等の供給能力を最低限確保する









